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アジア経済法令ニュース No.20-43 

 添付法令資料 1： 韓国水環境保全法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国経営者反独占コンプライアンス指針（目次） 

 添付法令資料 3： 特許移転登録の要件及び手続に関する 2020 年 8 月 10 日付 

  インドネシア共和国政令 No.46（目次） 

 添付法令資料 4： 商工省の国家管理範囲に属する経営投資条件に関連する若干の議定を 

  修正する議定を合一するベトナム商工省の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2020 年 10 月 23 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 1305 号） 

20.10.15 公布 

2 大気汚染防止法の一部を改正する法律の施行に伴う環境省関係省令の整備に

関する省令（環境省令第 25 号） 

20.10.15 公布／一部を除き、21.04.01 施行 

3 賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律の一部の施行期日を定める政令

（政令第 312 号） 

20.10.16 公布／20.12.15 施行 

4 円借款の供与に関する日本国政府とモルドバ共和国政府との間の書簡の交換

に関する件（外務省告示第 424 号） 

20.10.16 公布 

5 国立図書館デジタル化機材整備計画のための贈与に関する日本国政府とモル

ドバ共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 425 号） 

20.10.16 公布 

6 武器貿易条約のナミビア共和国等による批准等に関する件（外務省告示第

426 号） 

20.10.16 公布 

7 北マケドニア共和国政府に対する贈与に関する日本国政府と北マケドニア共

和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 427 号） 

20.10.16 公布 

8 人材育成奨学計画のための贈与に関する日本国政府とタジキスタン共和国政

府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 428 号） 

20.10.16 公布 

9 パキスタン・イスラム共和国政府におけるハイバル・パフトゥンハー州にお

ける災害に対して強靭な学校設備整備計画のための贈与に関する日本国政府

と国際連合との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 429 号） 

20.10.16 公布 

10 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に基づく型式承認等をした件
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（国土交通省告示第 1306 号） 

20.10.16 公布 

11 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 1307 号及び第

1308 号） 

20.10.16 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 全国人民代表大会常务委员会关于修改<中华人民共和国专利法>的决定 

20.10.17 公布 国家主席令第 55 号／21.06.01 施行 

2 全国人民代表大会常务委员会关于修改<中华人民共和国国旗法>的决定 

20.10.17 公布 国家主席令第 59 号／21.01.01 施行 

3 全国人民代表大会常务委员会关于修改<中华人民共和国国徽法>的决定 

20.10.17 公布 国家主席令第 60 号／21.01.01 施行 

4 全国人民代表大会常务委员会关于修改<中华人民共和国全国人民代表大会和

地方各级人民代表大会选举法>的决定 

20.10.17 公布 国家主席令第 61 号／20.10.18 施行 

5 中华人民共和国出口管制法 

20.10.17 公布 国家主席令第 58 号／20.12.01 施行 

6 中华人民共和国未成年人保护法 

20.10.17 公布 国家主席令第 57 号／21.06.01 施行 

7 中华人民共和国生物安全法 

20.10.17 公布 国家主席令第 56 号／21.04.15 施行 

8 最高人民法院关于发布第 25 批指导性案例的通知 

20.10.09 公布 最高人民法院 法[2020]253 号 

9 关于优化电池等进口商品质量安全检验监管方式的公告 

20.09.07 公布 税関総署公告 2020 年第 102 号／20.10.01 施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 万国郵便連合の臨時会議によって採択された、万国郵便連合憲章に対する第

10 追加議定書の批准に関する 2020 年 1 月 28 日付ロシア連邦法律 No.1-FZ 

2 平和目的のための宇宙空間の探査と使用における協力に関するロシア連邦政

府とアンゴラ共和国政府との間の協定の批准に関する 2020年 1月28日付ロシ

ア連邦法律 No.2-FZ 
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3 国防に関するロシア連邦法律第 15 条への変更の導入に関する 2020 年 2 月 6

日付ロシア連邦法律 No.6-FZ 

公布の日から施行 

4 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 会計サービス経営条件充足証明書の発給、管理及び使用に関する通知を合一

する合一文書 

財政省の 2020 年 10 月 7 日付第 45/VBHN-BTC 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 デザイン保護法一部改正法 

20.10.20 公布 法律第 17526 号／同日施行 

2 民法一部改正法 

20.10.20 公布 法律第 17503 号／同日施行 

3 発明振興法一部改正法 

20.10.20 公布 法律第 17527 号／21.04.21 施行 

4 不正競争防止及び営業秘密保護に関する法律一部改正法 

20.10.20 公布 法律第 17529 号／21.04.21 施行 

5 産業発展法一部改正法 

20.10.20 公布 法律第 17530 号／21.04.21 施行 

6 商標法一部改正法 

20.10.20 公布 法律第 17531 号／同日施行 

7 出入国管理法一部改正法 

20.10.20 公布 法律第 17509 号／21.01.21 施行 

8 特許法一部改正法 

20.10.20 公布 法律第 17536 号／同日施行 

9 刑法一部改正法 

20.10.20 公布 法律第 17511 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 COVID-19 (Temporary Measures) Act 2020 - COVID-19 (Temporary 

Measures) (Control Order) (Amendment No. 17) Regulations 2020 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 21 

October 2020 and come into operation on 22 October 2020; No. S900/2020 



 

 4 

 

第 8 タイ 

1 バンコク地域における深刻な非常事態宣言並びに関係する告示、規定及び命

令を廃止することについての告示 

20.10.22 首相により公布／同日午前 2 時から施行 

2 ディーゼルオイルの性質及び品質の制定についての仏暦 2563 年（西暦 2020

年）のエネルギー事業局の告示（第 2 次） 

20.10.19 制定／20.10.22 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 SUPREME COURT 

  ADMINISTRATIVE MATTER NO. 20-06-14-SC 

  GUIDELINES IN THE IMPOSITION OF COMMUNITY SERVICE AS 

PENALTY IN LIEU OF IMPRISONMENT 

20.10.06 付／全国流通新聞において公布されてから 2020 年 11 月 2 日に

施行 

2 SUPREME COURT 

  ADMINISTRATIVE MATTER NO. 10-3-10-SC 

  2020 REVISED RULES OF PROCEDURE FOR INTELLECTUAL 

PROPERTY RIGHTS CASES 

20.10.06 付／全国流通新聞において公布されてから 2020 年 11 月 16 日に

施行 

3 DEPARTMENT OF JUSTICE 

  DEPARTMENT CIRCULAR NO. 26, S. 2020 

  REVIEW AND COMPLIANCE PROCEDURE IN THE FILING AND 

SUBMISSION OF STATEMENT OF ASSETS, LIABILITIES, AND NET 

WORTH AND DISCLOSURE OF BUSINESS INTERESTS AND 

FINANCIAL CONNECTIONS 

20.10.09 付／公布されてから直ちに施行 

4 DEPARTMENT OF TRADE AND INDUSTRY  

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 20-53, S. 2020 

  PRESCRIBING THE RECATEGORIZATION OF TRAVEL AGENCIES, 

TOU OPERATORS, RESERVATION SERVICE, AND RELATED 

ACTIVITIES FROM CATEGORY IV TO CATEGORY III 

20.10.14 付／フィリピン大学へ提出して公布された日から直ちに施行 

5 DEPARTMENT OF TRADE AND INDUSTRY  

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 20-54, S. 2020 

  LIFTING THE QUANTITY LIMITS FOR THE REMAINING PRODUCTS 
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COVERED BY MC NO. 20-36, SERIES OF 2020 

20.10.15 付／フィリピン大学へ提出して公布された日から直ちに施行 

6 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE REGULATIONS NO. 28-2020 

  IMPLEMENTING THE TAX EXEMPTION PROVISIONS UNDER 

SECTION 4(CC) AND SECTION 18 OF REPUBLIC ACT (RA) NO. 11494, 

OTHERWISE KNOWN AS “BAYANIHAN TO RECOVER AS ONE ACT” 

ON THE INCENTIVES FOR THE MANUFACTURE OR IMPORTATION 

OF CERTAIN EQUIPMENT, SUPPLIES OR GOODS 

20.10.15 付／公布された日から直ちに施行され、2020 年 12 月 19 日まで

効力を有する 

7 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE REGULATIONS NO. 29-2020 

  IMPLEMENTING THE PROVISIONS OF REPUBLIC ACT (RA) NO. 

11494 OR THE “BAYANIHAN TO RECOVER AS ONE ACT” RELATIVE 

TO THE TAX EXEMPTION OF CERTAIN INCOME PAYMENTS 

20.10.15 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

8 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES  

  RESOLUTION NO. 79, S. 2020 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

20.10.15 付 

9 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES  

  OMNIBUS GUIDELINES ON THE IMPLEMENTATION OF 

COMMUNITY QUARANTINE IN THE PHILIPPINES WITH 

AMENDMENTS AS OF OCTOBER 15, 2020 

20.10.15 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

10 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT  

  LABOR ADVISORY NO. 28-20, S. 2020 

  GUIDELINES ON THE PAYMENT OF THIRTEENTH MONTH PAY  

20.10.16 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

1 モンゴル国政府とアジア開発銀行との間において 2020 年 4 月 9 日に締結さ

れた緊急対応資金調達一般プログラムの批准に関する 2020年 4月23日付モン

ゴル国法律 

2 モンゴル国の政府に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2020 年 5
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月 13 日付モンゴル国法律 

3 モンゴル国の大統領に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2020年5

月 13 日付モンゴル国法律 

 

第 13 カザフスタン 

1 カザフスタン共和国とロシア連邦との間の軍事協力に関する条約の署名に関

するカザフスタン共和国大統領令 

2020 年 10 月 16 日付 No.438／署名の日から施行 

2 デジタル・マイニングの実行業務に関する通知規則の承認に関するカザフス

タン共和国デジタル発展、イノベーション・航空宇宙産業相の命令 

2020 年 10 月 13 日付No.384/NQ 同月 16 日法務省登録 No.21445／公布

の日から 10 暦日経過後に施行 

3 適合性に関する申告書の様式の承認、その作成及び登録手続に関するカザフ

スタン共和国貿易・統合相の命令 

2020 年 10 月14 日付No.224-NQ 同月 16 日法務省登録 No.21450／公布

の日から 10 暦日経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 障害者の権利に関するウズベキスタン共和国法律 

2020 年 10 月 15 日付 No.ZRU-641／2021 年 1 月 16 日から施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 国内に通常居住する者が少なくとも取締役 1 名いなければならないと定める

ことについての件 

20.10.20 制定 投資及び外国経済関係省投資及び企業管理局告示第

92/2020 号 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国水環境保全法（目次） 
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   2 中国経営者反独占コンプライアンス指針（目次） 

   3 特許移転登録の要件及び手続に関する 2020年 8月 10日付インドネシア共和

国政令 No.46（目次） 

   4 商工省の国家管理範囲に属する経営投資条件に関連する若干の議定を修正

する議定を合一するベトナム商工省の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ
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スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

芳賀 洋一  弁護士：シンガポール法令担当 

浅谷 朱音  弁護士：ロシア法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法研究員（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


